
公益社団法人上越観光コンベンション協会 

スポーツ合宿誘致補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、上越市内において開催されるスポーツ合宿の開催に要する経費に対し、公

益社団法人上越観光コンベンション協会（以下「協会」という。）の予算の範囲内において協

会が交付する補助金に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における合宿とは、次の各号に掲げるいずれかの団体が行う、スポーツ技術等

の向上を目的に練習等を行うものをいう。 

⑴ 小・中学校・高等学校、専修学校、大学、その他各種学校に所属する生徒及び学生で組織

する団体（引率者・監督・コーチ等を含む。） 

⑵ 企業及び企業に所属する各種団体 

⑶ 社会人等で組織する団体 

 

（補助金の交付対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる合宿（以下「補助対象合宿」という。）は、次の各号に掲げ

る条件のいずれにも該当するものとする。ただし、協会の会長（以下「会長」という。）が交

付対象として特に認める場合は、この限りでない。 

⑴  上越市内の体育施設等を利用すること。 

⑵ 合宿期間中、上越市内の宿泊施設（ホテル、旅館、民宿その他宿泊料金の支払いを要する

施設をいう。）に３泊以上すること。 

⑶ 上越市外の団体であること。 

⑷ 合宿期間中に、次のアからエまでに掲げるいずれかの観光交流活動を行うこと。 

ア 上越市観光ガイドブック（上越物語）に掲載されている観光施設等１箇所以上を見学す

ること。 

イ 上越市内において、農林漁業体験やものづくり体験等を行うこと。 

ウ 上越市内の学校若しくはスポーツ団体との交流試合又は地域住民を対象としたスポーツ

教室等を行うこと。 

エ 上越市内で開催される伝統的な祭り、食若しくは産業のイベント又はボランティア活動

等に参加すること。 

⑸ 団体のホームページや SNS等を活用して、前号の活動の様子を発信すること。 

２ 次に掲げるものは補助金の交付対象としない。 

⑴ 国又は地方公共団体が主催するもの 

⑵ 上越市から補助金等の交付を受けるもの（施設の減免は除く。） 

⑶ 政治的、宗教的又は直接営利的な目的を持つもの 

⑷ プロスポーツなど不特定多数の参加者から入場料等を徴収する興行等に類するもの 

⑸ 同一団体における同年度内の２回目以降のもの 

⑹ 上越市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年上越市条例第３４号）第２条第１号

に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員、暴力団又は暴力団員と社会的に非難さ

れるべき関係を有するもの 



（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、合宿の団体が要する宿泊費とする。 

 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、次の表に定める金額以内の額とする。 

区 分 補助金算出方法 
補助金額の 

限度額 

合宿 ３泊以上の人数の合計宿泊数×１,０００円 １５万円 

２ 合宿の開催に要する経費は、当該合宿が協会の他の助成制度が適用された場合には、当該助

成制度による助成の対象となった経費の全てを控除した後の経費とする。 

 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする団体は、あらかじめスポーツ合宿誘致補助金交付申請書

（第１号様式）、その他会長が必要と認める書類を提出しなければならない。 

２ 前項の書類は補助を受けようとする合宿の開始日の３０日前までに提出しなければならない。

ただし、４月及び５月の合宿については、合宿の実施決定後速やかに提出するものとする。 

３ 第１項の規定による申請をする者は、補助を受けようとする合宿の代表者とする。 

 

（補助金交付決定） 

第７条 会長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る合宿が補助対象として

の適合性を有するか否かの書類審査を行う。 

２ 会長は、審査において、当該合宿が、補助対象としての適合性を有すると認められたときは、

当該合宿を補助対象として決定するとともに、その旨をスポーツ合宿誘致補助金交付決定通知

書（第２号様式）により当該代表者に通知し、補助対象としての適合性を有するものと認めら

れなかったときは、その旨及び理由を当該代表者に通知するものとする。 

 

（変更申請等） 

第８条 代表者は、交付決定後において、交付額の算定基礎に著しい増減が生じる日程・人数の

変更が生じた場合又は中止となった場合は、速やかにスポーツ合宿誘致補助金変更申請書（第

３号様式）を提出し、会長の承認を受けなければならない。この場合において、変更を承認し

たときは、会長は、その旨をスポーツ合宿誘致補助金変更承認通知書（第４号様式）により代

表者に通知するものとする。 

２ 会長は、変更申請に係る合宿の内容が補助対象としての適合性を有しないと判断したときは、

補助対象としての決定を取り消し、その旨及び理由をスポーツ合宿誘致補助金交付決定取消通

知書（第７号様式）により当該代表者へ通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第９条 代表者は、補助対象合宿が終了したときは、スポーツ合宿誘致補助金実績報告書兼請求

書（第６号様式）に、宿泊施設が発行する領収書の写し、合宿参加者名簿、実施した合宿の様

子が分かる写真、第３条１項４号に定めた活動についてホームページ等を活用して情報発信し

たことが分かるページを印刷したものを添えて、合宿が終了した日の翌日から起算して３０日

以内に提出しなければならない。 



 

（補助金額の確定及び交付） 

第１０条 会長は前条の実績報告書兼請求書を受理したときは、その審査を行い、交付すべき補

助金の額を確定し、スポーツ合宿誘致補助金額確定通知書（第５号様式）により代表者に通知

し、補助金を交付するものとする。ただし、審査により当該合宿が補助対象としての適合性を

有しないと認めたときは、その旨及び理由をスポーツ合宿誘致補助金承認解除通知書（第７号

様式）により代表者に通知し、補助金を交付しないものとする。 

 

（補助金の減額及び交付の取消し並び返還請求） 

第１１条 会長は、代表者の提出書類に誤り又は偽りがあると認めたときは、補助金の交付額を

減額し、又は補助金を交付しないことができる。 

２ 補助金を交付した後に前項の書類に誤り又は偽りがあると認めたときは、交付した補助金の

一部又は全部の返還を請求するものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

この要綱は、令和３年４月１日から実施する。 

この要綱は、令和４年４月１日から実施する。 

この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 


